
教育再生実行会議の今後の進め方について
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■ 初等中等教育段階においては、学校という場の重要性を踏まえつつ、今後どのような状況下においても、子供たちの学びを確実
に保障するための方策 など。

■ 高等教育段階においては、国際化やデジタル化の進展に対応しつつ、今回明らかになった課題を踏まえた柔軟かつ強靭な仕組
みの構築 など。

■ 秋季入学、学校・家庭・地域を社会全体で支えるための「新たな日常」における働き方など、教育分野に留まらず社会全体で
検討が必要な事項について議論。

ポストコロナ期における新たな学びの在り方について

■ 新型コロナウイルス感染症拡大やそれに伴う学校の臨時休業等により、多くの学校において長期にわたり通常の教育活動が行
えない状況にあった中、ICTを活用した教育環境の遅れや家庭学習の確保・支援の在り方などの課題が明らかとなった。

■ 現下の状況への対応はもとより、更に今後、感染症や災害等により学校の臨時休業等を余儀なくされる事態が再び生じた場合
でも、子供たちの学びを確実に保障し得る環境を整備・構築していくことが極めて重要である。あわせて、ポストコロナ期の「新た
日常」に応じた新しい学びの在り方も検討していく必要がある。

■ また、今回、学校の臨時休業の長期化に備える選択肢の一つとして検討された秋季入学については、様々な課題がある一方
で、教育上のメリットもあるとの意見があり、今後、コンセンサスを得られる形で検討を進めていくこととされた。

■ こうしたことを踏まえ、ポストコロナ期における新たな学びの在り方について、これまで実施してきた取組や財源の在り方等も踏まえ
検討を行う。
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■ 平成30年５月に取りまとめられた「これまでの提言の実施状況について（報告）」における指摘も踏まえつつ、引き続き提言の
実施状況についてフォローアップを実施。
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新たに検討するテーマについて：検討の枠組

【検討事項例】
■ICTを活用した新たな学びの在り方
（対面とICTのハイブリッド化による対話的・協働的な学びの深化、デジタル教
科書の普及・促進 等）

■感染症対応、ICT活用のための指導体制や環境整備の在り方
など

【検討事項例】
■対面とオンラインのハイブリッド教育の在り方、大学設置基準等の弾力化
■社会との接続の在り方や学事暦・修業年限の多様化
（通年入学・卒業・採用、リカレント教育の推進 等）
■高等教育の新たな国際展開
（オンライン教育の活用、新たな留学生政策、ジョイント・ディグリーの推進 等）
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教育再生実行会議

初等中等教育ワーキング・グループ 高等教育ワーキング・グループ

教育分野に留まらず社会全体で検討が必要な事項は、必要に応じて合同ワーキング・グループ等で議論
（ 秋季入学、学校・家庭・地域を社会全体で支えるための「新たな日常」における働き方 など )

【構成員】
・政 府：総理、官房長官、教育再生担当大臣
・有識者：現行有識者＋新規有識者（２名）

【構成員】・本体会議有識者：主査１名、副主査２名
・WG委員：新たに専門家等が参画

【構成員】・本体会議有識者：主査１名、副主査２名
・WG委員：新たに専門家等が参画

具体的な検討課題

■国際的な大学の競争・連携やデジタル化の進展に対応
するとともに、今回明らかになった課題を踏まえた、柔軟か
つ強靭な仕組みの構築等、次世代の高等教育の在り方

■今後、どのような状況下においても、子供たちを誰一人
取り残すことなく学びを確実に保障するための方策や、
「新たな日常」に応じた新しい学びの在り方等、今後の
初等中等教育の在り方

具体的な検討課題
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教育再生実行会議 構成員 

 

 安倍 晋三  内閣総理大臣 

 菅  義偉  内閣官房長官 

 萩生田光一  文部科学大臣兼教育再生担当大臣 

 

（有識者） 

◎鎌田  薫  前早稲田大学総長 

○佃  和夫  三菱重工業株式会社特別顧問 

秋田喜代美  東京大学大学院教育学研究科長・教育学部長 

 漆 紫穂子  品川女子学院理事長 

 大竹 美喜  アフラック創業者 

 大橋  弘  東京大学公共政策大学院長 

 尾﨑 正直  前高知県知事 

 蒲島 郁夫  熊本県知事 

 川合 眞紀  自然科学研究機構分子科学研究所長 

 北野 宏明  株式会社ソニーコンピュータサイエンス研究所代表取締役社長 

 工藤 勇一  学校法人堀井学園横浜創英中学・高等学校長 

 倉田 哲郎  箕面市長 

 河野 達信  周防大島町立油田小学校長、元全日本教職員連盟委員長 

 佐々木喜一  成基コミュニティグループ代表 

 三幣 貞夫  南房総市教育委員会教育長 

 鈴木 高弘  NPO 法人老楽塾理事長、元東京都立足立新田高等学校長 

髙島宗一郎  福岡市長 

 武田 美保  スポーツ／教育コメンテーター 

 平川 理恵  広島県教育委員会教育長 

 向井 千秋  東京理科大学特任副学長 

 八木 秀次  麗澤大学教授 

 山内 昌之  東京大学名誉教授、武蔵野大学特任教授 

 山口  香  筑波大学体育系教授、東京都教育委員会委員、元女子柔道日本代表 

◎座 長 

○副座長 

（オブザーバー） 

 馳   浩  衆議院議員 

 富田 茂之  衆議院議員 

（敬称略） 

（令和２年７月 20 日時点） 
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